


ていますが、新規事業・政策的経費であっても、災害関連、義務教育関係など緊急性が高く、生活に密着した事業や当初か

いように配慮した中で、当初予算に計上しました。

３年ぶりに増額となった地方交付税についても伸びは見込めない状況にあります。一方、歳出面では、平成１９年度にかなり

　

４．３％の減）となっています。

いく年』と位置づけ、引き続きすべての職場で常にコスト意識を持ち、これまで以上に効率的かつ効果的な財政運営に取り組

み、恒常的な財源不足の解消に努めました。

　このため、２０年度予算編成にあたっては、将来にわたり持続可能な健全財政の確立ため、『改革の効果をさらに生み出して

　平成２０年度は、市長の改選期にあたり、新年度予算は行政運営の基本的経費と継続事業を中心とした骨格予算を編成し

　歳入面では、納税義務者数が伸びているにもかかわらず市税全体としては国が見込んでいるほどの伸びは期待できず、

ら予算組みをしておかないと市民生活に影響がでると思われるものについては、住民福祉、市民生活の低下を招くことのな

増大しており、行政改革を進めてもなお多額の財源不足が生じるという、極めて厳しい財政運営を強いられることが予想され

の退職者が出たことに伴う給与減は見込まれるものの、市債の償還に伴う公債費、児童手当、生活保護費などの扶助費が

る中での予算編成となりました。

　　２０年度一般会計の予算規模は、１９６億２，０００万円で前年度と比べると３億１，０００万円の減（１．６％の減）となっています。

なお、公的資金の５億４，４００万円を民間資金に借り換えるため、借換債を除くと実質的には１９０億７，６００万円（対前年度比
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【一般会計予算規模の推移】

一般会計予算の概要

上数値：予算額
下数値：増減率

基本的な考え方

注：グラフの数値については、当初予算額（H16は6月補正後の予算額）です。
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①

〔市税収入見込額〕
（単位：百万：％）

（単位：千円）

※当該年度４月１日現在人口

Ｈ20は１月３１日現在人口

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税 ( Ｃ )

８８,５００ 

３,５４６,０９０ 

８４,２００ 

税では、家屋の新増築等により１億３８０万円の増（３．０％増）になると見込んでおります。

３,６５４,６７５ 

区　　　　　分

３,６３７,１００ 

３,３７５,４００ 

２６１,７００ 

Ｈ１６

市 町 村 民 税

う　ち　個　人(Ａ)

う　ち　法　人(Ｂ)

７,７４０,８９０ ７,８５６,５９８ 

Ｈ２０

４,９４６,６００ 

４,５６８,０００ 

３７８,６００ 

Ｈ１７

３,７４９,８００ 

３,４３７,８００ 

３１２,０００ 

軽 自 動 車 税 ( Ｄ )

市町村たばこ税(Ｅ)

３,５４３,３６５ 

８０,７００ 

３２５,０００ ３３２,０００ 

３,７０３,０９０ 

６８,７００ 

３,７１６,４９８ 

７３,０００ 

Ｈ１８

４,１５８,９００ 

３,８３１,０００ 

３２７,９００ 

Ｈ１９

４,９９７,０００ 

４,５９２,０００ 

４０５,０００ 

市 税 合 計

３０２,０００ 

８,９９１,７７５ ８,１０７,９６５ ８,９４０,２９０ 

３１７,３００ ３１３,０００ 

年　　　　　度 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

人　　　　　口 ６９,６０４ ７０,８６１ ７２,０３８ 

Ｈ１９

７２,９６１ 

Ｈ２０

７３,７４５ 

８,９４０  ８,９９２  

３７９  

８４  

３１３  ３０２  

３,５４６  

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

合 計

３,６５５  

８８  

△ ６.４  

３.１  

４.８  

△ ３.５  

５２  

市 民 税

固 定 資 産 税

４０５  

４,５９２  

４,９９７  

（Ａ－Ｂ）／Ｂ

４,９４７  

４,５６８  

増減率

０.６  

           △ ５０  

           △ ２４  

           △ ２６  

１０９  

４  

           △ １１  

Ａ－Ｂ

　市税収入については、前年度予算額と比較して５，１４９万円の増となる８９億９，１７８万円と見込みました。個人市民税で、納税

義務者数の増加の影響があるものの所得水準が伸び悩み２，４００万円の減（０．５％減）になると見込みました。一方、固定資産

△ １.０  

△ ０.５  

平成１９年度平成２０年度

当初収入見込額　Ａ 当初収入見込額　Ｂ
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【税目別収入額の推移】
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Ｄ:0.9%
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Ａ:47.3%

Ｂ:4.0%

Ｃ:43.7%

Ｄ:1.0%

Ｅ:3.5%



②

③

④

方のもとに、２０億５，３７０万円を計上、前年度比１億５，６３０万円の増（８．２％の増）となっていますが、公的資金補償金免除繰

上償還に伴う借換債の５億４，４００万円を除くと３億８，７７０万円の減（２０．４％の減）となります。

　

（単位：千円：％）

４５.８  

１８.０  

１.０  

　国・県支出金については、児童手当負担金や生活保護費負担金等による増はあるものの、土木費国庫補助金などが事業量の

減により３億１，７０７万円の減（対前年度比１２．２％の減）となっています。

　　地方交付税については、地方財政計画では１．３％の増となるものの、増加要因となった「地方再生対策費」の需要額の算定

計上しています。

△ ５.０  

△ １.６  

１０.５  

３.１  

０.４  

△ １.３  

７.２  

基礎となる第一次産業就業者や高齢者人口の比率が低く伸びは見込めないため、３５億４，０００万円（対前年度比１．３％減）を

　市債については、今後の市債残高の減少と公債費負担の軽減を図るため、市債発行額を元金償還額以内に抑制するという考え

１５６,３００ 

１１.７  

８.２  

１００.０  

△ ３８,３００ 

△ ３７,１００ 

△ ６.０  

△ ３３.８  

０.６  

地 方 特 例 交 付 金

そ の 他 の 収 入 △ １２８,９１２ 

△ ３１０,０００ 

２,５９９,７２９ 

１９,９３０,０００ 

７２,８００ 

２,４７０,８１７ 

１９,６２０,０００ 

１０９,９００ 

１２.６  

合 計

国 ・ 県 支 出 金

６００,０００ 

２,６０９,４８１ 

１,８９７,４００ 

６３８,３００ 

市 債 ２,０５３,７００ 

うち臨時財政対策債

市 税

地 方 交 付 税

８,９９１,７７５ 

３,５４０,０００ 

８,９４０,２９０ 

３,５８８,０００ 

地 方 譲 与 税 １９８,５００ 

平成２０年度 平成１９年度
増減

平成２０年度比較

構成比増減率（％）

２,２９２,４０８ 

１８５,２００ 

５１,４８５ 

△ ４８,０００ 

１３,３００ 

△ ３１７,０７３ △ １２.２  
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臨時財政対策債

地方交付税

【一般会計歳入の内訳】

各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。



45.8% 18.0% 1.0% 11.7% 10.5% 0.4% 12.6%

44.9% 18.0% 0.9% 13.1% 9.5% 0.6% 13.0%

40.7% 18.4% 2.8% 12.8% 10.8% 1.5% 13.0%

32.8% 16.0% 1.7% 12.2% 25.5% 1.4% 10.4%

36.7% 16.6% 1.1% 13.8% 15.4% 1.7% 14.7%
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市税 地方交付税 地方譲与税 国県支出金 市債 地方特例交付金 その他

【一般会計歳入構造の推移】
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【歳入財源内訳の推移】



①

②

③

(単位 : 千円 : ％)

４，８７９万円、前年度比４，７８７万円の減（２．１％の減）を計上しています。

１１.５  消費的経費 計 ２,２４８,７８８ 

　　物件費及び維持補修費の消費的経費については、需用費及び役務費などの経常的経費の削減に努めることにより、２２億

５５.２  

２０.０  

１３.２  

２２.０  

０.０ 

０.０  

０.８  

７.６  

０.３  

４.１  

２２.０  

△ １.６ 

７０５,０００ 

△ ５２,５７３ 

４,７００ 

△ １,００５,８３５ 

△ ９７４,３１２ 

△ ３１,５２３ 

２５,４５５ 

△ ２４９,０８０ △ １４.２ 

４１.０ 

△ ３.８ 

０.６ 

９.４ 

皆　　増

△ ２.１ 

０.０ 

△ ３１.０ 

△ ４０.５ 

１３.２  

△ ４７,８７３ 

７１８,２５３ 

△ １１８,３５６ 

１００.０  

７.１ 

△ ２.９ 

５.４ 

１９.５ 

△ ２.４ 

４.２ 

０.０  

１０.９  

０.６  

１１.４  

７.３  

H19年度H20年度

　投資的経費については、骨格予算のため真に政策的なものと考えられる事業は計上していないものの、「集中と選択」という考

H20年構成比増減率増　　減

１９,６２０,０００ 

５０,０００ 

人 件 費

扶 助 費

投資及び出資金

その他の経費

補 助 費 等

３,０００ 

１６３,２２８ 

－

３,０００ 

１１５,７２４ 

１９,９３０,０００ 

０ ５０,０００ 

１,７４９,６５０ 

１３１,６０９ 

２２１,７５１ 

－

０ 

４７,５０４ 

より１９．５％の増、扶助費については、生活保護費の増などにより５．４％の増となっています。

　　人件費、扶助費及び公債費の義務的経費については、１０８億２，８３８万円、前年度比７億１，８２５万円の増（７．１％の増）を

計上しています。

　　人件費については、職員の退職の影響により２．９％の減となっているものの、公債費については、公的資金繰上償還などに

△ ３１０,０００ 

１０,１１０,１２８ 

４,０４０,５２６ 

２,４５２,６０２ 

３,６１７,０００ 

２,１８５,１６１ 

１１１,５００ 

３,２４１,１６５ 

１０,８２８,３８１ 

２,４０４,９９２ 

２,２９６,６６１ 

１,５００,５７０ 

８３６,１７３ 

２,１３２,５８８ 

１１６,２００ 

２,２３５,３３０ 

１,４３０,６８０ 

４,２８２,０４６ 

２,３６３,６７２ ２,５８５,４２３ 

５,２８０ 

３,９２２,１７０ 

８０４,６５０ 単 独

維持補修費

補 助

公 債 費

物 件 費

予 備 費

合 計

区        分

義務的経費

投資的経費 普通建設事業費

　　計

積 立 金

計

繰 出 金

貸 付 金

２,５８４,２１１ 

４,３２２,０００ 

え方のもと継続事業においても抑制に努め、２２億３，５３３万円、前年度比１０億５８４万円の減（３１．０％の減）を計上しています。

４,３０７,５０１ 

歳　　　出

【一般会計予算経費別総括表】

20.0% 13.2% 22.0% 10.9% 0.6% 7.3% 4.1% 13.2%
0.0%
0.0%
0.8%

7.6%

0.3%

20.3% 12.3% 18.1% 11.0% 0.6% 12.1% 4.2% 11.9%
0.0%
0.0%
0.6%

8.8%
0.3%

20.0% 11.6% 17.2% 10.8% 0.5% 13.0% 5.3% 11.3%
0.0%
0.0%
0.6%

9.4%

0.3%

16.9% 8.8% 31.1% 9.3% 0.4% 11.5% 4.1% 9.6%
0.0%
0.0%
0.5%
7.6%

0.2%

16.7% 8.5% 21.8% 9.8% 0.5% 18.6% 6.5% 9.2%
0.0%
0.0%
0.5%
7.8%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H20

H19

H18

H17

H16

人件費 扶助費 公債費 物件費 維持補修費 普通建設事業費（補助） 普通建設事業費（単独） 補助費等 投資及び出資金・貸付金・積立金 繰出金

【一般会計予算経費別構成比の推移】
各項目で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。



義務的経費（人件費＋扶助費＋公債費）

消費的経費（物件費＋維持補修費）

投資的経費（普通建設事業費　補助＋単独）

その他の経費（補助費等＋出資及び投資金＋貸付金＋積立金＋繰出金＋予備費）

議会費
257,482千円 (1.3%)

諸支出金
5,000千円 (0.0%)

予備費
50,000千円 (0.3%)

消防費
799,507千円 (4.1%)

農林商工費
231,385千円 (1.2)%

衛生費
1,638,103千円 (8.3%)

教育費
2,278,791千円 (11.6%)

公債費
4,322,020千円 (22.0%)

総務費
2,362,774千円 (12.0%)

民生費
5,174,975千円 (26.4%)

土木費
2,499,963千円 (12.7%)

人件費
3,922,170千円 (20.0%)

扶助費
2,584,211千円
(13.2%)

公債費
4,322,000千円 (22.0%)

物件費
2,132,588千円
(10.9%)維持補修費

116,200千円 (0.6%)

普通建設事業費
補助 1,430,680千円
　(7.3%)

普通建設事業費
単独 804,650千円 (4.1%)

補助費等
2,585,423千円 (13.2%)

投資及び出資金
5,280千円（0.0%）

貸付金
3,000千円 (0%) 繰出金

1,500,570千円
 　　　(7.6%)

予備費
50,000千円 (0.3%)

積立金
163,228千円 (0.8%)

【平成20年度予算歳出構成比】

総     額
19,620,000千円
100.0％

[性質別]

総      額
19,620,000千円
100.0％

[目的別]



市民一人当たりの予算

【民生費】 【衛生費】

円 高齢者、児童の福祉などに ごみ処理、病気予防などに
１世帯当たりの予算 円 円 ％ 円 ％

市の人口： 人 【公債費】 【消防費】

市の世帯： 世帯 借入金の返済に 消防活動や防災のために

（平成２０年１月３１日現在） 円 ％ 円 ％

【土木費】 【議会費】

道路、河川の整備などに 市議会を運営するために

円 ％ 円 ％

【総務費】 【農林商工費】

文化振興、情報化などに 農業の振興などに

円 ％ 円 ％

【教育費】 【その他】 諸支出金・予備費

学校、図書館の運営などに 円 ％

円 ％

収入 支出

給料 食費
(市税) 万円 （人件費） 万円

パート収入 生活費
（使用料・手数料など） 万円 （物件費・補助費等） 万円

親からの仕送り 医療費
（国庫支出金・地方交付税など） 万円 （扶助費） 万円

貯金の取り崩し 自宅の修理代
（繰入金） 万円 （維持補修費） 万円

借入金 車・土地の購入費
（市債） 万円 （普通建設事業費） 万円

合計 子どもへの仕送り
万円 （他会計への繰出金など） 万円

借入金の返済
（公債費） 万円

借入金の残高（一般会計） 貯金
※平成２０年度末見込み 万円 （積立金・貸付金など） 万円

合計
万円

240

12

1,091

6

125

83

114

1,091

8

1,987

1.3

381

88

500 218

144

263

30,901 11.6

22,213 8.3

10,841 4.1

3,138 1.2

746 0.3

3,49133,900 12.7

32,040 12.0

70,174 26.4

58,608 22.0

２６６,０５２
７４７,７９９

73,745

26,237

【平成20年度一般会計予算を市民一人当たりの予算に置き換えると・・・】

【もし香芝市が給料収入５００万円の家庭だったら・・・】
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